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 国際労働機関（ILO）は 2018 年、ケア労働に関する報告書において、全世界で無償ケア





















                                                     
1 昭和女子大学 現代ビジネス研究所 研究員 
2 政府統計の総合窓口（e-Stat）の回答による（18 年 11 月 5 日）。 



















実施年 出典 対象 就業率 全国※ 
1997 年 藤 本 ･ 黒 田
（1999） 
滋賀県内の障害児学校 10校・
小 1～高 3 までの保護者 512/
751 名（有効回答率 68.2％） 
48.1％ 6～8 歳＝48.3％ 9～11 歳＝
55.3％ 
12～14 歳＝61.5％ 15～17 歳
＝57.6％ 
1998 年 上村・高橋・




害児の母親 47 名 
17％ 0～2 歳＝25.9％ 3～5 歳＝
40.8％ 
同上 上村・高橋・





34％ 6～8 歳＝48.0％ 9～11 歳＝
54.4％ 







る小中高生の保護者 673 名 
48.8％ 参考：01 年 
7～8 歳＝58.8％ 9～11 歳＝
63.4％ 
12～14 歳＝67.0％ 15～17 歳
＝67.4％ 
2011 年 江 尻 ･ 松 澤
（2013） 
A 県の特別支援学校児童生徒
の保護者 103/421 名 
55％ 7～8 歳＝66.3％ 9～11 歳＝
71.9％ 
12～14 歳＝75.0％ 15～17 歳
＝75.6％ 
※厚生省「国民生活基礎調査」「末子の年齢階級別にみた父母の就業状況別児童のいる世帯数の構成割合」









































































 児童福祉法第 2 章第 9 節では、厚生労働大臣が定める基本指針に即して市町村が市町村
障害児福祉計画を定め、その達成に資するため都道府県は都道府県障害児福祉計画を定め
るとしている。計画は市町村によって実施される。 







































 調査において、主たる介助者を問う設問があったのは 16 区であった。この内、障害児と
                                                     





5 文部科学省「学校における医療的ケアの実施に関する検討会議中間まとめ」（18 年 6 月 20 日）による
と、介護職員や学校教職員が喀痰吸引等の特定行為を行うには一定の研修が必要であり、人工呼吸器等の
管理は認められていない。 






田谷区 6、渋谷区の 8 区であった。千代田区、台東区、江東区、中野区、杉並区 7、豊島区、
練馬区 8、葛飾区では障害児・者混合で調査していた。 







主な介助者は港区で母親 96.4％、父親 68.8％、新宿区で母親 87.0％、父親 15.6％、文京
区で母親 65.5％、父親 18.6％、品川区で母親 78.4％、父親 6.0％であった。目黒区では親・
祖父母で 92.6％、大田区で同居家族や親せき 93.2％、世田谷区 5 歳以下で親 90.9％、6 歳






                                                     
6 世田谷区は障害児・者混合で調査していたが、クロス集計により障害児と障害者の区別が可能である。 
7 杉並区は重度重複障害、発達障害、高次脳機能障害を障害児・者混合、身体障害・難病、知的障害、精
神障害を 0～9 歳、10 歳代等年代別に調査している。児童福祉法の対象は 18 歳未満であるためここでは
障害児・者混合とみなす。 
8 練馬区では 20 歳未満の調査があるが児童福祉法の対象は 18 歳未満であるためここでは障害児・者混合
とみなす。 














































たが、調査のあった 3 区において仮説は検証された。 
未就労者の就労意向についての設問は 3 区すべてでなく、仮説の検証は不可能であった。
但し、世田谷区では設問「主な介助者または支援者の方は、介助または支援にあたってどの
ような不安や悩みを抱えていますか（17 項目中 5 つまで〇）」に対して、「仕事に出られな














児童福祉法第 6 条の 2 の 2 に基づく障害児支援には、障害児相談支援と障害児通所支援
がある。通所支援には、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス（以下、
放デイ）、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援がある。これらは保護者の就労支援
を目的に含まない。児童福祉法第 6 条の 3 に基づく放課後児童健全育成事業である学童ク
ラブは、保護者の就労等を理由に定型発達児とともに障害児も受け入れているが、中高生は
利用できない。 
































                                                     
11 渋谷区では 19 年 1 月 18 日現在、処理中。 


























































































                                                     
12 文科省の調査によると、15 年 5 月 1 日時点で全国の公立小中学校の校舎内で付き添いをしている保護
者等は 1897 名であり（医療的ケアあり 20％、なし 80％）、16 年 5 月 1 日時点で公立特別支援学校にお
いて医ケア児の学校生活に付き添いをしている保護者等は 826 名（東京都では 111 名）であった。 























































                                                     
13 品川区・調査によると主たる介助者（母親 85.0％ 父親 10.0％）の就業率は「フルタイム 25.0％、パ















































































































 区名（課税対象所得） 計画 A B C 
1 港区（9,071）    〇 
2 千代田区（7,843）     
3 渋谷区（7,027） ◎ 〇 〇 〇 
4 中央区（5,558）     
5 文京区（5,441） △ 〇  〇 
6 目黒区（5,368）   〇 〇 
7 世田谷区（5,058） △ 〇 〇 〇 
8 新宿区（4,772） ◎ 〇  〇 
9 杉並区（4,364） ◎    
10 品川区（4,274） ◎ 〇 ※1 〇 
11 豊島区（4,116）    〇 
                                                     
15 日中一時支援事業は児童福祉法に基づく支援ではなく、任意事業である。 





12 大田区（3,951） ◎   〇 
13 練馬区（3,950） 〇    
14 江東区（3,892）  〇  〇 
15 中野区（3,868） ◎   〇 
16 台東区（3,855）     
17 墨田区（3,502）  ― ―  
18 板橋区（3,497） ◎ ― ※2  
19 江戸川区（3,463）     
20 荒川区（3,451）    〇 
21 北区（3,437） 〇 ― ―  
22 葛飾区（3,331）     
23 足立区（3,242）  ― ―  
課税対象所得（納税義務者一人あたり、千円）は内閣府・市区町村別人口・経済関係データ（15 年 1 月 28
日訂正）による。計画における◎は区独自または任意事業、〇は国の基本指針に基づく施策、△は支援への
意向。※1 は脚注 13、※2 は脚注 10 を参照。 
 
計画において国の基本指針に加え、区独自または任意の施策を伴い就労支援に言及して
いる 7 区の内、杉並区を除く 6 区、ならびに施策を伴わないものの支援への意向を示した
2 区では、A、B、C のいずれか、またはすべてに該当していた。その内 A、B、C の内、2















































































































港区「港区障害者計画 第 5 期港区障害福祉計画（第 1 期港区障害児福祉計画）」（http://w 
ww.city.minato.tokyo.jp/shougaisesaku/event/documents/6468kb.pdf）2018.10.25.「港区




新宿区「新宿区障害者計画 第 1 期新宿区障害児福祉計画 第 5 期障害福祉計画」（http://
www.city.shinjuku.lg.jp/content/000234703.pdf）2018.10.25.「新宿区障害者生活実態調
査報告書 平成 29 年 3 月」（http://www.city.shinjuku.lg.jp/
content/000216036.pdf）2018.1 0.25.「パブリックコメント」（http://
www.city.shinjuku.lg.jp/content/000234888.pdf）201 8.10.25.
文京区「「文の京」ハートフルプラン 文京区地域福祉保健計画 障害者・児計画 平成 3 
0 年度～平成 32 年度」（http://www.city.bunkyo.lg.jp/var/rev0/0151/6273/2018327181752. 








































大田区「おおた障がい施策推進プラン 大田区障害者計画 第 5 期大田区障害福祉計画 
第 1 期大田区障害児福祉計画 大田区発達障がい児・者支援計画」（http://www.city.ota.to
kyo.jp/kuseijoho/ota_plan/kobetsu_plan/fukushi/syougaisyahukushi/plan_h30-h32.files/


















渋谷区「渋谷区障害福祉推進計画 2018～2020 年度 第 6 次渋谷区障害者保健福祉計画 




中野区「「健康福祉都市なかの」を実現する基本計画 中野区健康福祉総合推進計画 2018 
第 7 期中野区介護保険事業計画 第 5 期中野区障害福祉計画 第 1 期中野区障害児福祉計




















荒川区「荒川区障がい者総合プラン 第 4 期荒川区障がい者プラン（平成 30 年度～平成 3




板橋区「板橋区障がい福祉計画（第 5 期）障がい児福祉計画（第 1 期）」（http://www.city.i
tabashi.tokyo.jp/c_kurashi/065/attached/attach_65893_1.pdf）2018.10.26.「板橋区障が








練馬区「練馬区障害者計画（一部改訂）平成 27~32 年度（2015～2020 年度）第五期障害福











葛飾区「葛飾区障害者施策推進計画 平成 30（2018）年度～平成 35（2023）年度 第 5 期
葛飾区障害福祉計画 平成 30（2018）年度～平成 32（2020）年度 第 1 期葛飾区障害児






江戸川区「第 5 期江戸川区障害福祉計画 第 1 期江戸川区障害児福祉計画 平成 30 年度
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